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岩瀬ダム再生事業 事業概要（１）

大淀川は、その源を鹿児島県曽於市中岳に発し、北流して都城盆地に出て、数多くの支川を合わせつつ狭窄部に入り、岩瀬川等を

合わせながら東に転流して宮崎市高岡町に出て、最大の支川本庄川と合流し宮崎平野を貫流しながら日向灘に注ぐ幹川流路延長

107km、流域面積2,230km2の河川である。

流域は、鹿児島、熊本、宮崎の三県6市6町1村からなり、下流部には、宮崎県の県庁所在地であり最大の人口を擁する宮崎市の

市街地を抱え、温暖な気候と広大な盆地、広い平野、豊かな森林に恵まれており多様な農畜産業が盛んである。

流域面積（集水面積） ： 2,230km2

幹川流路延長 ： 107km

流域内人口 ： 約60万人

想定氾濫区域面積 ： 約89km2

想定氾濫区域内人口 ： 約15万人

想定氾濫区域内資産額： 約2.5兆円

主な市町村： 宮崎市、都城市、

国富町、綾町 等

「大淀川において既往最大の平成17年9月洪水と同規模の
洪水を安全に流下させるため、既設の岩瀬ダムを有効活用し、
洪水調節機能を増強することについて、関係機関等と調節を
図りながら、調査・検討の上、諸元等の詳細について決定し、
必要な対策を実施する。」と規定。

河川整備計画 流量配分図
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大淀川 流域の概要
おおよどがわ

大淀川水系河川整備計画（平成18年３月策定、平成30年６月変更）

河川整備計画における岩瀬ダムの位置付け

既往最大の被害をもたらした平成17年9月洪水と同規模の洪水を
安全に流下させることを目標とする。

か ご し ま そ お なかだけ みやこのじょう いわせ

みや ざき たか おか ほん じょう ひゅうが

ダム再生
新規遊水地□

ダム有効活用

くま もと

い わ せ

大淀川流域図

位置図

凡 例

基準地点

流域界

既設ダム

利水ダム

道路（高速）

道路（国道）

主要地点

市町村界

県界

鉄道

国管理区間

岩瀬ダム

※ ［］は各ダムの目的

F ：洪水調節
N ：流水の正常な

機能の維持
P ：発電
A ：かんがい用水
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流入量 放流量

ダム貯留量(3,500万m3)

S29.9洪水波形
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H5.7洪水波形

目 的 洪水調節（大淀川の洪水防御）

事業内容
既設ダム（岩瀬ダム）の発電容量及び死水容量を洪水調節容量に

振り替えることで、現況の洪水調節容量を約3,500万m3から約5,000万m3

に増大させるとともに、放流設備の増設を行うことにより、治水機能の
向上を図る。

※減電とならない措置を検討。

諸 元 ※( )は再生前の諸元

形式 ：重力式コンクリートダム
ダム高 ：55.5m
堤頂長 ：155.0m
総貯水容量 ：5,700万m3

有効貯水容量 ：5,000万m3  (4,100万m3 )
集水面積 ：354km2

：
：
：
：

：
：

事業箇所 宮崎県小林市（左岸）
宮崎県都城市（右岸）
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岩瀬ダム再生事業 事業概要（２）

事業概要
こ ばやし

年 月

昭和42年3月 岩瀬ダム竣工

平成15年2月 大淀川水系河川整備基本方針 策定
基準地点：柏田
基本高水ピーク流量：9,700m3/s
計画高水流量（河道配分流量）：8,700m3/s

平成18年3月 大淀川水系河川整備計画 策定

平成28年7月 大淀川水系河川整備基本方針 変更
基準地点：柏田
基本高水ピーク流量：11,700m3/s
計画高水流量（河道配分流量）：9,700m3/s

平成30年6月 大淀川水系河川整備計画 変更

整備計画目標：ダム再生後操作
事業概要図

ダム地点：洪水調節図

総事業費 約500億円（容量振替、放流設備増設）

岩瀬ダム

増設放流設備

既設放流設備

岩瀬ダム

既設放流設備

流入量 放流量

ダム貯留量(5,000万m3)

貯水池容量配分図

発電容量 600万m3発電容量 600万m3

発電容量 2,290万m3発電容量 2,290万m3

洪水調節容量
3,500万m3

洪水調節容量
3,500万m3

洪水調節容量
1,810万m3

洪水調節容量
1,810万m3

死水容量 900万m3死水容量 900万m3 死水容量 900万m3死水容量 900万m3

堆砂容量
700万m3
堆砂容量
700万m3

堆砂容量
700万m3
堆砂容量
700万m3

サーチャージ水位
   SWL.125.00

常時満水位
NWL.120.00
常時満水位
NWL.120.00

ダム天端高
EL(+)126.50

非洪水期
（10/1～7/10）

洪水期
（7/11～9/30）

現 行

▽EL.71.50

▽EL.113.00

ラジアルゲート
（幅8.0m×高さ13.5m
×2門）

ゲート敷高
▽EL.109.25

▽EL.101.00

▽EL.109.00

放流設備増設

常時満水位
NWL.120.00
常時満水位
NWL.120.00

発電容量 2,290万m3発電容量 2,290万m3
洪水調節容量
5,000万m3

洪水調節容量
5,000万m3

（＋1,500万m3）（＋1,500万m3）

洪水調節容量
1,810万m3

洪水調節容量
1,810万m3

死水容量 900万m3死水容量 900万m3

堆砂容量
700万m3
堆砂容量
700万m3

堆砂容量
700万m3

堆砂容量
700万m3

サーチャージ水位
   SWL.125.00

ダム天端高
EL(+)126.50

非洪水期
（10/1～7/10）

洪水期
（7/11～9/30）

再生後

▽EL.71.50

▽EL.101.00 ▽EL.101.00

容量振替に伴い低い位
置での放流が可能な放
流設備を増設

ゲート敷高
▽EL.109.25 ▽EL.109.00

現計画：現行操作

経緯
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大淀川流域ではこれまで、昭和29年9月、昭和57年8月、平成5年8月、
平成9年9月洪水などで大きな被害が発生している。
平成17年9月の台風14号に伴う洪水において、既往最大の流量を
記録する洪水が発生し約4,700戸の浸水被害が発生している。

大淀川の主要洪水と被害状況

＜岩瀬ダム再生＞
一級河川 大淀川水系 岩瀬川

■事業箇所 ： 宮崎県小林市（左岸）、宮崎県都城市（右岸）

■目 的 ： 洪水調節

■管 理 者 ： 宮崎県
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洪水年月日 気象要因
床上浸水

（戸）
床下浸水

（戸）
備考

昭和29年9月
台風

第12号
3,173 5,303

昭和57年8月
台風

第13号
264 463

平成5年8月 前線 771 784

平成9年9月
台風

第19号
401 586

平成17年9月
台風

第14号
3,834 872 既往最大

注）浸水戸数は、流域関連市町の被害状況であり、支川等からの氾濫による被害も含む。
（出典：高水速報等）

岩瀬ダム再生事業 事業概要（３）、過去の災害実績

過去の災害実績

岩瀬ダム

岩瀬川

放流設備増設

岩瀬ダム再生事業イメージ

位置図
大淀川流域図
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※ ［］は各ダムの目的

F ：洪水調節
N ：流水の正常な

機能の維持
P ：発電
A ：かんがい用水

岩瀬ダム
いわせ
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大淀川中下流部の水位縦断図（河川整備計画目標流量流下時）

1/4,5201/3,6001/2,8501/1,3501/1,8601/200～1/800

山付

下流部
（国管理区間）

中流部
（宮崎県管理区間）
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下流部（宮崎市）

大淀川下流部横断イメージ図（宮崎市街部）

AA’

中流部は、日向山地と鰐塚山地に挟まれた急勾配（河床勾配：1/200～1/800）の山間狭隘部となっており、流下型の氾濫形態である。
下流部（河床勾配：1/1,000～1/5,000）は高岡地点において宮崎平野に入り、高岡市街地付近は河川沿いに住宅地が集中しており、
氾濫により貯留型の浸水が発生する恐れがある。本庄川合流後は、広い沖積平野（宮崎平野）を還流し、拡散型の氾濫形態となる
ことから、ひとたび氾濫すると宮崎市街地を含む広範囲に甚大な被害を及ぼす恐れがある。
既往最大洪水であった平成17年9月洪水と同規模の洪水が発生した場合、大淀川下流部では約7割の区間で計画高水位を超過すると
想定される。

評価項目：災害発生の危険度
災害発生の危険度

わに づか

大淀川中下流部の氾濫形態（浸水想定区域図と航空写真の重ね図）
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大淀川 →

大淀川中下流部の地形特性
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凡例

浸水した場合に想定される水深
（ランク別）

0.5m未満の区域

3.0m～5.0m未満の区域

市町境界

浸水想定区域の指定の対象
となる洪水予報河川および水
位周知河川

0.5m～3.0m未満の区域

5.0m～10.0m未満の区域

10.0m～20.0m未満の区域

：現況堤防高（左右岸の低い方）

：計画高水位

：計算水位（現況河道：ダム再生前）

：平均河床高

旗上げ：計算水位が計画高水位を超過する区間

宮崎平野

山付



平成17年9月洪水と同規模の洪水が発生した場合、大淀川下流部では浸水世帯数約40,000世帯、浸水面積約3,100haの被害が発生する
おそれがある。
被害状況としては、宮崎市街部や高岡町中心部等が浸水し、宮崎県庁・宮崎市役所、消防署などの防災拠点や数多くの病院、
避難行動要支援者施設の浸水及び工業団地の孤立に加え、重要なインフラについても宮崎市富吉浄水場や国道10号・220号、JR日豊本

線などの基幹交通が被害を受けるおそれがある。

評価項目：災害発生時の影響
災害発生時の影響

△ 柏田

高
岡
△

大淀川→

平成17年9月洪水と同規模の洪水が発生した場合に浸水のおそれのある区域と重要施設位置

国道10号

国道268号

国道10号

東九州自動車道

国道220号

国道269号

国道219号

国道10号

国道10号(高岡バイパス)

国道10号

国道10号(宮崎北バイパス)

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

浸水のおそれのある区域の重要施設等

浸水世帯数 約 40,000 世帯

浸水面積 約 3,100 ha

避難行動要支援者施設・病院 学校：22、保育園・児童施設：34、老人ホーム： 6、病院：12

防災拠点施設（警察、消防、市役所等） 警察関連：14、消防関連： 1、市役所・支所： 5

その他施設 工業団地(孤立)、宮崎市富吉浄水場

主要交通網 【鉄道】JR日豊本線、【国道】国道10号線、国道220号線

5
国道220号

宮崎県庁

宮崎市役所

宮崎駅

宮崎市 高岡総合支所

JR日豊本線

JR日豊本線

工業団地(孤立)

凡例

：災害時要援護者施設
（学校、保育園・児童施設、老人ホーム）

：病院

：市役所・町役場

：警察、消防

：浄水場

：鉄道

：高速自動車道

：国道

宮崎市
富吉浄水場



大淀川流域の関係自治体は6市6町1村からなり、流域内人口は平成22年時点で約60万人。

流域内の産業としては、温暖な気候と広大な盆地、広い平野を利用した多様な農畜産業が盛んで、宮崎市や都城市で生産される宮崎牛や

マンゴー、きゅうり、ピーマン等は「みやざきブランド」として全国各地に出荷されており、中でも宮崎県産きゅうりは全国一位の出荷量を誇る。

宮崎県全体の農業産出額は、近10ヶ年でも約1.2倍に伸びており、そのうち大淀川流域内（うち宮崎県内）市町村の産出額は過半を占める

など、大淀川流域は、日本有数の農畜産県を最も支えている地域となっている。

さらには、大淀川下流部に位置する宮崎市は、東九州自動車道や宮崎自動車道、国道10号をはじめとする道路網の整備が進んだことにより、

市街地の開発・拡大が進み、人口も増加傾向にある。また、大淀川上流部に位置する都城市においても、市街地拡大や工業団地等の開発が

進み、平成23年度の国道１０号都城道路供用（平塚～五十町IC間）以降、62社の新たな企業進出と約830名の新規雇用者を創出している。
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農業産出額

流域内
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宮崎市街地周辺の開発状況

＜自治体等による要望活動＞

平成30年7月に大淀川下流改修期成同盟会が所属する九州治水
期成同盟連合会において「岩瀬ダムの有効活用による洪水調節機能
の増強」について要望。

評価項目：地域開発の状況、地域の協力体制
地域の開発状況

地域の協力体制

宮崎県における農業産出額

【出典：宮崎県統計年鑑】

昭和62年（1987年）

宮崎市役所

1000 0 1000 2000 3000
m

一ツ葉道路

国道10号

国道220号

JR日南線国道269号

JR日豊本線

国道10号

宮崎自動車道

平成26年（2014年）

宮崎市役所

1000 0 1000 2000 3000
m

国道10号

国道10号

JR日豊本線

JR宮崎空港線

国道220号

国道269号

JR日南線

宮崎自動車道

東九州自動車道

市街地が拡大 一ツ葉道路

建物用地（国土数値情報（昭和62年、平成26年））

昭和62年（1987年）
1000 0 1000 2000 3000

m

都城市役所

宮崎自動車道

JR吉都線

国道222号

国道269号

国道10号

国道221号

JR日豊本線

宮崎自動車道 都城市内の年別企業立地件数と累計新規雇用者数の推移

都城市街地周辺の開発状況

宮崎市の人口推移

出典：宮崎市都市計画マスタープランより

約１．２倍増加

出典：都城市資料より

国勢調査
推計値

過半数が
流域内

1000 0 1000 2000 3000
m

国道222号

国道269号

国道10号

国道221号

市街地が拡大

JR吉都線

都城市役所

JR日豊本線

国道１０号都城道路

平成26年（2014年）

平塚IC

五十町IC

今町IC

※流域内は平成24年より公表
されている宮崎県内市町村別
農業産出額を集計したもの

※

きゅうり出荷量

【出典：平成25年産野菜生産出荷統計】

※１．企業立地件数は年別
新規雇用者数は累計

※２．（ ）は県内全体

H24.3平塚ＩＣ～五十町IC通後
企業立地件数 ： 3倍増加
新規雇用者数 ： 約830人増加
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浄水場の浸水 （宮崎市）

宮崎市高岡町 主要道日南高岡線

直轄管理
区間延長

堤防必要
区間(a)※1

計画断面堤防
区間（b)※2

整備率
（a/b)

86.1km 147.6km 127.9km 86.6%

大淀川の大臣管理区間における河川堤防整備状況(平成29年3月時点）

※1．現時点の計画上、堤防が設置されることが必要な区間
※2．堤防必要延長のうち、計画法線上に計画断面を確保している堤防が設置

されている区間

事業の緊急度

評価項目：事業の緊急度

大淀川下流（0k000～28k400）計算水位縦断図（平成17年9月洪水と同規模の洪水）

平成17年9月（台風14号）

大淀川下流地区大淀川上流地区

大淀川上下流部 計算水位縦断図（平成17年9月洪水と同規模の洪水）

下流部
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：平成17年9月洪水のピーク水位（現況河道・現況施設）
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高崎川合流点

77k600
岳下地点

55k000
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上流部

下流部

大淀川水系河川整備計画（平成30年6月変更） 整備メニュー位置図
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： 整備計画の変更で新たに追加した内容整備内容

凡例

河道掘削

築堤・引堤

地震・津波対策

浸食・侵食対策

遊水池

大臣管理区間

沖水川

庄内川

大淀川

高崎川
大淀川

深年川

本庄川

綾北川

河床掘削

宮崎市街部地区

地震・津波対策

津屋原沼地区

つ や ば る ぬ ま

高水敷掘削・低水路掘削

宮崎市街部地区

浸透・侵食対策

本庄川地区

築堤

本庄川地区

浸透・侵食対策

八幡地区

築堤

綾北川地区

浸透・侵食対策

元町地区

浸透・侵食対策

本庄川地区

高 水 敷 掘 削

本庄川合流点上流

築堤 地震対策

高岡地区

浸透・侵食対策

本庄川合流点上流

高 水 敷 掘 削

大淀川上流地区

浸透・侵食対 策

大淀川上流地区

引 堤

金田地区

高 水 敷 掘 削

大淀川上流地区

河道拡幅・高水敷掘削

庄内川地区築 堤

大淀川上流地区

河道拡幅 築堤（右岸）・引堤（左岸）

高崎川地区

岩瀬ダム
岩瀬川

120

大淀川

遊水地１箇所
大淀川下流遊水地

遊水地２箇所
大淀川上流遊水地①
大淀川上流遊水地②

大淀川流域では、平成17年9月の台風第14号において、当時の基本方針（H15.2)に定める目標を大きく上回る洪水が発生し、下流域で約4,480戸、
上流域で約220戸の浸水被害が発生、中でも宮崎市では、浄水場や医療機関等が浸水するなど、地域の社会経済に大きな影響を及ぼした。
特に被害の大きかった大淀川下流部において、当時の基本方針（H15.2）に基づき、平成17年度から平成21年度の5年間で河川激甚災害対策特別
緊急事業による河川整備を集中的に実施した。
河川激甚災害対策特別緊急事業により、宮崎市街部において最大50cmの水位低減効果が見込まれるが、平成17年9月洪水と同規模の洪水が
発生した場合、大淀川下流部の約７割、大淀川上流の約３割の区間で 計画高水位を上回る状況となっており、被害発生のおそれがある。
平成28年7月には、平成17年9月洪水を始めとする近年の洪水を踏まえ大淀川水系河川整備基本方針を変更し、平成30年6月に大淀川水系河川
整備計画を変更した。
大淀川水系全体の治水安全度向上に向けては、下流部の再度災害防止を図りつつ、上下流の安全度バランスを踏まえながら相対的に整備の
遅れている上流部（本川・支川）の河川整備を進めていく必要がある。
大淀川下流部の治水安全度の向上には、河川整備（河道掘削）と洪水調節施設の整備が必要であり、河川整備計画に位置付けのある岩瀬ダム
再生事業を先行して進めることで、下流の安全度を低下させることなく、上流部（本川・支川）の河川整備に早く着手が可能となることから、大淀川
水系全体の治水安全度向上を図る上でも緊急度の高い事業である。
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洪水時には、河川の水位や雨量、映像、洪水予報、被害状況等の各種河川情報を
一元的に管理し、自治体や地域住民等へ情報提供。
大淀川の洪水ハザードマップは宮崎市において平成27年2月に公表。
減災の取組の一環として、市長による避難勧告等の適切な発令や住民等の主体的な
避難に役立つよう、想定最大規模の降雨による洪水浸水想定区域図や家屋倒壊等
氾濫想定区域図を国土交通省で指定し、公表。
減災対策として、｢大淀川水系水防災意識社会再構築協議会｣にて取組方針を
とりまとめ、国・県・市町等が連携したハード・ソフト対策を一体的・計画的に実施。また、
小学校を対象にした防災教育や、市町や県の境を越えた広域避難計画及び避難場所
の検討を実施中。

宮崎市役
所

柏田地点

柏田

国土交通省 川の防災情報

岩瀬ダムの有効活用は「大淀川水系河川整備計画」に位置付けられている河川改修等と一体的に整備を進める。

想定最大規模の降雨による
洪水浸水想定区域図（H28.8.30公表）

宮崎市ハザードマップ（H27.2.27公表）

柏田地点

宮崎市役所

0/0

5/0

10/0

15/020/0

25/0

0/0

5/0

10/0
15/0

15/0

0/0

評価項目：災害時の情報提供体制、関連事業との整合

災害時の情報提供体制

関連事業との整合

5/0
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具体的な達成目標が達成可能で、大淀川で現状において適用可能な方策について検討。

方策 方策の概要 大淀川への適用性 検討対象

河
川
を
中
心
と
し
た
対
策

1 ダム（新規）
河川を横過して流水を貯留する
ことを目的とした構造物であり、河
道のピーク流量を低減。

ダム建設に適し、洪水調節容量が確保できる地点を選定し検討する。 ○

2 ダムの有効活用
既設ダムの洪水調節機能を向上し、
河道のピーク流量を低減。

大淀川中・上流に位置する既設ダムにおいて洪水調節容量の増大等に
ついて検討する。

○

3 遊水地
洪水の一部を貯留する施設。
河道のピーク流量を低減。

貯留効果が期待できる候補地を選定し、検討する。 ○

4 放水路
放水路により洪水の一部を分流
する。河道のピーク流量を低減。

放水路が設置でき、治水効果を発揮できるルートを選定し、検討する。 ○

5 河道の掘削
河道の掘削により河道断面積を
拡大する。流下能力を向上。

流下断面、縦断方向の河床高の状況を踏まえ検討する。 ○

6 引堤
堤防を居住地側に移設し、河道
断面積を拡大する。流下能力を向上。

流下能力が不足する有堤区間を対象に検討する。 ○

7 堤防の嵩上げ
堤防の高さを上げて河道断面積を
拡大する。流下能力を向上。

流下能力が不足する有堤区間を対象に検討する。 ○

8 河道内樹木の伐採
河道に繁茂した樹木を伐採する。
流下能力を向上。

動植物の生息・育成環境や河川景観への影響も考慮し、河道の掘削を
行う箇所に樹木が繁茂している場合、伐採することを前提とする。

共通

9 決壊しない堤防
決壊しない堤防を整備する。
避難時間を増加。

長大な堤防については、経済的、社会的な課題を解決しなければなら
ない。また、仮に現行の計画高水位以上でも決壊しない技術が確立さ
れれば、河道の流下能力を向上させることができる。

×

10 決壊しづらい堤防
決壊しづらい堤防を整備する。
避難時間を増加。

長大な堤防については、経済的、社会的な課題を解決しなければなら
ない。また、堤防が決壊する可能性があり、流下能力の確実な向上を
見込むことが困難で、今後調査研究が必要である。

×

11 高規格堤防
通常の堤防より居住地側の堤防幅を
広くし、洪水時の避難地としても
活用。

沿川の背後地には、都市の開発計画や再開発計画がなく、効率的に
整備できる該当箇所がない。

×

12 排水機場
排水機場により内水を河道に排水
する。内水被害を軽減。

内水被害軽減の観点から全ての治水対策案に共通して関係機関と連携
して推進を図る努力を継続する。

共通

：単独、または組合せの対象 ：河道・流域管理、災害時の被害軽減の観点から推進を図る方策 ：今回の検討において組合せの対象としなかった方策

大淀川における治水対策の計画段階評価の成果を活用し、代替案立案等の可能性を評価。

評価項目：代替案立案等の可能性

代替案立案の可能性
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方策 方策の概要 大淀川への適用性
検討対
象

流
域
を
中
心
と
し
た
対
策

13 雨水貯留施設
雨水貯留施設を設置する。河道の
ピーク流量が低減される場合がある。

流域の学校等に雨水貯留施設を整備することを想定して検討する。 ○

14 雨水浸透施設
雨水浸透施設を設置する。河道の
ピーク流量が低減される場合がある。

流域の市街地に雨水浸透施設を整備することを想定して検討する。 ○

15
遊水機能を有する
土地の保全

遊水機能を有する土地を保全する。河道
のピーク流量が低減される場合がある。

河道に隣接し、遊水機能を有する池、沼沢、低湿地等は存在しな
い。

×

16
部分的に低い堤防の
存置

通常の堤防よりも部分的に高さの低い
堤防を存置する。河道のピーク流量が
低減される場合がある。

一部の区間で堤防の低い箇所が存在する。氾濫面積が小さく、
現状ではピーク流量の低減効果は見込めないが、遊水地の候補地
として検討する。

○

17 霞堤の存置
霞堤により洪水の一部を貯留する。河道
のピーク流量が低減される場合がある。

霞堤は存在しない。 ×

18 輪中堤
輪中堤により特定の区域を洪水氾濫から
防御する。

堤防の低い箇所が存在するが、背後地の宅地の地盤高が高く、
輪中堤を整備するための適地が見込めない。

×

19 二線堤
堤防の居住地側に堤防を設置する。
堤防決壊時の氾濫拡大抑制。

堤防の低い箇所が存在するが、背後地の宅地の地盤高が高く、
二線堤を整備するための適地が見込めない。

×

20 樹林帯等
堤防の居住地側に帯状の樹林を設置する。
堤防決壊時の氾濫拡大抑制。

災害時の被害軽減等の観点から、全ての治水対策案に共通して
関係機関と連携して推進を図る努力を継続する。

共通

21
宅地の嵩上げ・
ピロティ建築等

住宅の地盤を高くしたり、ピロティ建築
にする。浸水被害を軽減。

災害時の被害軽減等の観点から、全ての治水対策案に共通して
関係機関と連携して推進を図る努力を継続する。

共通

22 土地利用規制
災害危険区域等を設定し、土地利用を
規制する。資産集中等を抑制し、被害を
軽減。

災害時の被害軽減等の観点から、全ての治水対策案に共通して
関係機関と連携して推進を図る努力を継続する。

共通

23
水田等の保全
（機能向上）

水田等の保全により雨水貯留・浸透の
機能を保全する。畦畔の嵩上げ等により
水田の治水機能を保持・向上させる。

畦畔の嵩上げ等による水田の治水機能の向上を想定して検討する。 ○

24 森林の保全
森林保全により雨水浸透の機能を
保全する。

流域管理の観点から、全ての治水対策案に共通して関係機関と
連携して推進を図る努力を継続する。

共通

25
洪水の予測情報の
提供等

洪水の予測・情報提供により被害の軽減
を図る。

災害時の被害軽減等の観点から、全ての治水対策案に共通して
関係機関と連携して推進を図る努力を継続する。

共通

26 水害保険等 水害保険により被害額の補填が可能。
河道の流量低減や流下能力向上の効果は見込めない。河川整備
水準に基づく保険料率の設定が可能であれば、土地利用誘導・
建築方式対応等の手法として検討することができる。

×

評価項目：代替案立案等の可能性

：単独、または組合せの対象 ：河道・流域管理、災害時の被害軽減の観点から推進を図る方策 ：今回の検討において組合せの対象としなかった方策
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グループ № 治水対策案 大淀川における実現可能性 判定

河
川
を
中
心
と
し
た
対
策

河道整備を中
心とする案

① 河道の掘削
・大淀川下流部の約15ｋｍの区間（主要地点：高岡）において、計画高水流量を
超える河道整備が必要となり、河川整備基本方針から再検討する必要がある

○

② 引堤＋河道掘削
・大淀川下流部の約15ｋｍの区間（主要地点：高岡）において、計画高水流量を
超える河道整備が必要となり、河川整備基本方針から再検討する必要があり、
①に比べて実現性が低い

×

③ 堤防の嵩上げ+河道掘削
・大淀川下流部の約15ｋｍの区間（主要地点：高岡）において、計画高水流量を
超える河道整備が必要となり、河川整備基本方針から再検討する必要があり、
①に比べて実現性が低い

×

④ 放水路＋河道掘削 ○

新規の
洪水調節施設
を中心とする
案

⑤ ダム（新規）＋河道掘削
・ダムサイトの選定をはじめとした調査・検討、ダム建設に長期間を要する
・新規ダム建設により、広大な水没予定地の用地補償や附帯施設の設置が必要となり、
⑥に比べて実現性が低い

×

⑥ 遊水地（堀込）＋河道掘削 ○

⑦ 遊水地（地役権）＋河道掘削
・治水効果発現のためには膨大な面積の遊水地の整備、用地買収や家屋移転等が
必要となり、⑥に比べて実現性が低い

×

既存施設の
有効活用を
中心とする案

⑧
岩瀬ダムの有効活用（容量振替）

＋河道掘削
○

⑨
岩瀬ダムの有効活用（嵩上げ）

＋河道掘削
・嵩上げにより、ダム湖周辺において用地買収や橋梁架替等が必要となり、
⑧に比べて実現性が低い

×

⑩
高岡ダムの有効活用（嵩上げ）

＋河道掘削
・嵩上げにより、上流発電ダムの機能損失、用地補償や橋梁架替等が必要となり、
⑧に比べて実現性が低い

×

流
域
を
中
心

と
し
た
対
策

雨水の河川へ
の流出抑制を
中心とする案

⑪
雨水貯留施設＋雨水浸透施設

＋河道掘削

・雨水貯留施設及び雨水浸透施設の効果は小さい
・広範な関係者の理解と協力が必要であり、河川を中心とした対策に比べ実現性が
低い。

×

⑫
水田等の保全（機能向上）

＋河道掘削

・水田等の機能の保全は、洪水ピークに対して効果は小さい
・広範な関係者の理解と協力が必要であり、河川を中心とした対策に比べ実現性が
低い。

×

具体的な達成目標が達成可能で、大淀川の現状において実現可能な案であるかの観点で概略評価を行い、対策案を抽出。

※）大淀川水系河川整備計画に位置付けられている遊水地（３箇所）、堤防整備、河道掘削を実施することを前提条件とし、治水対策案を抽出している。
なお、河道掘削については、対策毎に、必要となる河道掘削量が変わることから、いずれの案についても付随する対策として抽出している。

評価項目：代替案立案等の可能性
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①河道の掘削 ④放水路＋河道掘削 ⑥遊水地（掘込）＋河道掘削
⑧岩瀬ダムの有効活用（容量振替）

＋河道掘削

河道掘削により、河積を確保する案
放水路の建設により洪水の一部を分流し、
河道掘削量を①案より減じた案

中流遊水地群の建設により洪水調節を行い、
河道掘削量を①案より減じた案

既設ダムの有効活用により洪水調節機能を
向上し、河道掘削量を①案より減じた案

・掘削土量Ｖ=約5,500千m3 ・放水路延長 L=約13.2km
【掘削土量Ｖ=約3,300千m3】

・遊水地3箇所(総容量：5,600千m3)
【掘削土量Ｖ=約1,800千m3】

・岩瀬ダム洪水調節容量増量
（増量容量：約15,000千m3）

【掘削土量Ｖ=約2,200千m3】
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900
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3,400

7,000

6,100

10,500

9,100

整備計画目標流量

河道配分流量

既設ダム
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新規遊水地□

凡 例
■ 基準地点
● 主要地点

日

向

灘

岳
下

●

樋
渡

●

高
岡

●

柏
田

■

（単位：m3/s）

岩
瀬
川
岩
瀬
ダ
ム

□

大淀川

下流遊水地

□

大淀川上流

遊水地①

□

大淀川上流

遊水地②

凡 例
■ 基準地点
● 主要地点

1,000

900

日

向

灘

岳
下

●

樋
渡

●

高
岡

●

柏
田

■

（単位：m3/s）
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放水路

凡 例
■ 基準地点
● 主要地点
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向
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河道配分流量

□

大淀川上流

遊水地①

既設ダム

新規遊水地□

岩瀬ダム
有効活用

河道掘削河道掘削 河道掘削

放水路

※

※計画高水流量（6,300 m3/s）を超過した
河道配分流量となる

河道掘削

中流遊水地群
（3箇所）

□

大淀川

下流遊水地

□

大淀川上流

遊水地①
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日

向
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■

（単位：m3/s）
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ム

整備計画目標流量

河道配分流量

既設ダム

新規遊水地□

□

中流遊水地群

（3箇所）

□

大淀川上流

遊水地②

評価項目：代替案立案等の可能性

補足：【 】は、各治水対策案を実施した場合に必要となる河道掘削量。



治水
対策案

評価軸

①河道の掘削 ④放水路＋河道掘削 ⑥遊水地（掘込）＋河道掘削
⑧岩瀬ダムの有効活用

＋河道掘削

治水
安全度

・河川整備計画の目標安全度の確保は可能であるが、大
淀川下流の一部区間(「高岡区間」)では河川整備基本方
針で定めた河道整備目標(計画高水流量）を超える河道
となるため、上下流で治水安全度の不均衡が生じる

・河道掘削の実施区間では流下能力が向上し、対策の進
捗に伴う段階的な安全度の向上が可能

・大淀川下流部の河道掘削の規模が大きいため、掘削に
要する期間が長期に亘る可能性が高く、上流部の効果発
現には長期の時間を要する

・高岡区間について計画高水流量以上の掘削を行うこと
により超過洪水発生時に下流（宮崎市）へのリスクが⑥、
⑧案に比べて大きくなる

・河川整備計画の目標安全度の確保が可能

・放水路の延長・規模が大きく整備に要する期間が
長期に亘る可能性があり、効果発現に長期の時間を
要する

河道掘削の実施区間では流下能力が向上し、対策の
進捗に伴う段階的な安全度の向上が可能

・放水路で分流した洪水を市街部上流で再合流させ
るため、超過洪水発生時の下流（宮崎市）へのリス
クが⑥、⑧案に比べて大きくなる

・河川整備計画の目標安全度の確保が可能

河道掘削の実施区間では流下能力が向上し、対策
の進捗に伴う段階的な安全度の向上が可能

・遊水地の整備が新たに３箇所追加となり、関係
機関及び関係者との調整等が長期に亘る可能性が
高く、効果発現に長期の時間を要する

・河川整備計画の目標安全度の確保が可能

河道掘削の実施区間では流下能力が向上し、対策
の進捗に伴う段階的な安全度の向上が可能

・既設ダムを有効活用することで、他案と比較し、
早期の効果発現が見込まれる

コスト
・完成までの費用：約900億円

・維持管理費：約120億円（50年間）

・完成までの費用：約3,500億円

・維持管理費：約120億円（50年間）

・完成までの費用：約1,000億円

・維持管理費：約100億円（50年間）

・完成までの費用：約800億円

・維持管理費：約80億円（50年間）

・完成までの費用：約600億

・維持管理費：約60億円（50年間）

・完成までの費用：約3,200億円

・維持管理費：約60億円（50年間）

・完成までの費用：約700億円

・維持管理費：約40億円（50年間）

・完成までの費用：約500億円

・維持管理費：約20億円（50年間）

実現性

・実現のためには、河川整備基本方針から再検討する必
要がある

・施工技術上の観点で隘路となる要素はない

・大規模な河道掘削に伴い、漁業関係者との調整が必要

・河道掘削量が最も多く、広域での残土処理が必要

・現行法制度で実施可能

・施工技術上の観点で隘路となる要素はない

・放水路呑口吐口の土地所有者との調整や漁業関係
者との調整が必要

・放水路整備により地上権の設定が必要

・現行法制度で実施可能

・施工技術上の観点で隘路となる要素はない

・効果発現のためには用地買収や家屋移転等が必
要となり、土地所有者等との調整が必要

・現行法制度で実施可能

・施工技術上の観点で隘路となる要素はない

・岩瀬ダム管理者（宮崎県）との調整が必要

持続性

・定期的に河道の監視・観測が必要であるが、適切な維
持管理により持続可能

・ただし、高岡区間は河川整備基本方針で定めた河道整
備目標（計画高水流量）を超える河道となることから、
短期間で顕著な土砂堆積が懸念され、河床の安定が保持
できない懸念がある

・定期的に河道の監視・観測が必要であるが、適切
な維持管理により持続可能

・定期的な施設の維持補修により持続可能

・定期的に河道の監視・観測が必要であるが、適
切な維持管理により持続可能

・定期的な施設の維持補修により持続可能

・遊水地内への地下水の流入が懸念されるととも
に継続的な排水が必要となる

・定期的に河道の監視・観測が必要であるが、適
切な維持管理により持続可能

・定期的な施設の維持補修により持続可能

柔軟性

・河川整備基本方針で定めた河道整備目標（計画高水流
量）以上の河道掘削となるため、現状でも再検討が必要
であるとともに、更なる掘削の対応は困難。

・高岡区間の更なる計画高水流量以上の掘削を行った場
合、超過洪水発生時に下流（宮崎市）へのリスクがさら
に増大する

・河道の掘削断面に限界があるものの、掘削量や掘
削範囲の調整により一定程度柔軟な対応が可能

・放水路の設置は技術的に可能であるが、更なる関
係者への調整が必要となり、柔軟に対応することは
容易ではない

・放水路で分流した洪水を市街部上流で再合流させ
た場合、超過洪水発生時に下流（宮崎市）へのリス
クがさらに増大する

・河道の掘削断面に限界があるものの、掘削量や
掘削範囲の調整により一定程度柔軟な対応が可能

・遊水地内を更に掘削することで容量を増加させ
ることは一定程度柔軟な対応は可能であるが、限
度がある。

・河道の掘削断面に限界があるものの、掘削量や
掘削範囲の調整により一定程度柔軟な対応が可能

・予備放流などの操作ルールの変更や放流設備の
増設による柔軟な対応は可能である

地域社会
への影響

・大規模な掘削となるため、施工中及び完了後（維持管
理段階）も土砂運搬車両の通行等による騒音・振動の影
響が懸念され、地域社会への影響が大きい

・大規模な河道掘削となるため、残土処理等で新たな処
理地の確保が必要となる他、構造物（橋梁、取水施設）
への影響もあり、地域社会への影響が大きい

・施工中は土砂運搬車両の通行等による騒音・振動
等の影響が懸念される

・放水路呑口吐口及び開水路部の施工に伴い、新た
な用地買収や家屋移転が必要となる

・施工中は土砂運搬車両の通行等による騒音・振
動等の影響が懸念される

・遊水地の整備により農地が減少し、新たな家屋
移転が必要となる

・施工中は土砂運搬車両の通行等による騒音・振
動等の影響が懸念される

・新たな家屋移転等は発生しない

環境の
影響

・河道掘削により動植物の生息・生育環境に影響を与え
る可能性がある

・特に下流域に生息する草地性生物の生息域が消失して
しまうことから環境への影響が大きい

・河道掘削により動植物の生息・生育環境に影響を
与える可能性があるが、放水路との組合せにより河
道掘削の量が減ることで、その影響は低減できる

・放水路の整備により水環境や土砂動態に影響を与
える可能性がある

・放水路の整備により地下水への影響が考えられる

・河道掘削により動植物の生息・生育環境に影響
を与える可能性があるが、遊水地との組合せによ
り河道掘削の量が減ることで、その影響は低減で
きる。

・遊水地の掘削により動植物の生息・生育環境、
動物の移動等に影響を与える可能性がある

・掘り込みによる地下水への影響が考えられる

・河道掘削により動植物の生息・生育環境に影響
を与える可能性があるが、既設ダムの有効活用と
の組合せにより河道掘削の量が減ることで、その
影響は低減できる

・既設ダムの有効活用は、水域環境の改変が少な
く周辺の生物の生息・生育環境への影響は比較的
少ないと考えられる

総合評価 ○

以上のとおり、大淀川水系河川整備計画の整備目標である「平成17年9月洪水と同規模の洪水を安全に流下させる」ことを目標として、概略評価により抽
出した４案に対して、７つの評価軸に基づき総合評価を実施。
４案のうち、コスト面で「⑧岩瀬ダムの有効活用＋河道掘削」が最も有利で、次に「①河道の掘削」が有利である。⑧案はいずれの評価項目においても①
案に比べ優れているため、⑧案による対策が妥当。
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うち洪水調節
施設相当分

評価項目：代替案立案等の可能性
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岩瀬ダム再生事業の完成による被害軽減効果

ダム再生前 ダム再生後

項目

河川整備計画 ※１） 河川基本方針 ※２）

①ダム
再生前

②ダム
再生後

③効果
(①-②)

①ダム
再生前

②ダム
再生後

③効果
(①-②)

人的被害

浸水区域内人口 55,000 0 55,000 91,000 20,000 71,000

浸水区域内の
避難行動
要支援者数

23,000 0 23,000 37,000 8,400 28,600

想定
死者数

避難率
80%

60 0 60 270 70 200

避難率
40%

180 0 180 810 200 610

避難率
0%

300 0 300 1400 340 1,060

ライフライン
の停止による
波及被害

電力の停止による
影響人口

35,000 0 35,000 73,000 16,000 57,000

【貨幣換算が困難な効果等による評価】

「水害の被害指標分析の手引き（H25.7）」に準じて岩瀬ダム

再生事業による「人的被害」と「ライフラインの停止による

波及被害」の軽減効果を算定。

ダム再生事業の完成により、避難行動要支援者数が

約23,000人減、想定死者数（避難率40％） 約180人、

電力停止による影響人口約35,000人の人的被害が解消

されると想定。

【整備効果】

既往最大洪水である平成17年9月洪水と同規模の洪水を想定した場合、

浸水世帯数約27,000世帯、浸水面積約2,000haの被害が想定されるが、

岩瀬ダム再生事業により浸水世帯数約27,000世帯、浸水面積約

2,000haの軽減が図られる。

※金額は基準年（H30）における現在価値化後を記入

※１ ） 平成17年9月洪水と同規模洪水の想定値
※２ ） 計画規模1/150（雨量確率）洪水の想定値

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

△ 柏田

高
岡
△

大淀川→

評価項目：費用対効果分析

費用対効果分析

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

△ 柏田

高
岡
△

大淀川→

B/C 2.2

総費用
314.5億円

総便益
688.7億円

建設費
310.6億円

維持管理費(50年)
3.9億円

便益
677.8億円

残存価値
10.9億円

①ダム
再生前

②ダム
再生後

軽減効果
（①-②）

浸水世帯数 27,000 0 27,000

浸水面積（ha） 2,000 0 2,000

【岩瀬ダム下流部の水位低減効果】

0k～28.0k区間で最大約130cm水位低減

計算水位（ダム再生後）

計算水位（ダム再生前）



　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

△ 柏田

高
岡
△

大淀川→

大淀川→

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

△ 柏田

高
岡
△

15

【整備効果】

既往最大洪水である平成17年9月洪水と同規模の洪水が発生した場合、浸水世帯数は約40,000世帯、浸水面積約3,100ha(①)。
岩瀬ダム再生事業完成時点（遊水地未完成）では、浸水世帯数は約0世帯(約40,000世帯減)、浸水面積約0ha（約3,100ha減）となる(③)。

浸水
面積
（ha）

床上
浸水
(世帯)

床下
浸水
(世帯)

浸水
世帯数
（世帯）

①現況河道 3,100 32,000 8,000 40,000

②岩瀬ダム再生事業完
成時点の整備計画河道

2,000 18,000 9,000 27,000

③岩瀬ダム再生事業完
成時点の整備計画河道、
岩瀬ダム再生事業完成

0 0 0 0

①現況河道

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

△ 柏田

高
岡
△

大淀川→

評価項目：費用対効果分析(参考）

③岩瀬ダム再生事業完成時点の整備計画河道
岩瀬ダム再生事業完成

②岩瀬ダム再生事業完成時点の整備計画河道


